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賃金体系の一考察

！三池東鉱賃金体系の場合

四 中 勝
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之

わが国の賃金制度は板めて複雑な形を示している。たとえば次の批判はそ

れを物語る。

「固有事業をも含めた産業において、賃金制度は、転業能力、 仕事の性

質、なされた仕事の質や量lと基準をおいていない。時をしてそれは勤労者の

年令や勤続によっている。

われわれは調査にあたって男女の勤労者の基本となる賃金を発見すること

ができなかった。というのは賃金が小供の数に基礎がおかれており、これら

の家族手当としての性質や価値をどうきめてよいのかわからない状態である

……。賃金は勤労者の資格、その労働能力に基礎がおかれなければならな

い。妻子、老令者、親族等の扶養家族iこ対して追加的に支払われる賃金ば基

礎賃金と切離しておかねばならない。即ち賃金は、年令、身分を問わず、全
(1) 

部平等な基準のものでなければならなぬ。」

乙れは昭和22年に来日した世界労連の視察団の報告の一節である。もちろ

んこれは当時のインフレに基づく混乱期に報告されたものであるかち、その

ままその後のわが国の賃金制度に妥当するわけではない。しかしながら以上

に述べられた要素は、今日もなお作用しており、その意味ではわが国の賃金

の具体的な決定の仕方、賃金の格付けの在り方の特徴が示されているといえ

よう。

極めて一般的にいえば、賃金形態は、労働の内容によって賃金をいかなる尺

度で支払うかの問題とされている。たとえば時間を単位とするとか、あるいは

生産物の個数を単位とするとかいうように。したがってこ ζでは、賃金は労働

の量によって支払われるという形態をとる。その場合賃金率そのものは、労働
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カの価値（価格〉を基礎lとして決定されることはいうまでもない。と乙ろで乙

の労働力の価値（価格）が労働の量を尺度として支払われるのはJそれがま
7こ一定の与えられた労働（剰余労働を含む）を前提としているからである。

その乙とから、労働の機能が異なれば、乙のような労働をなす労働力の価値
(2) 

は白から異った規定をうけることになる。賃金形態では、乙の差異は賃金率

の相違となって現われる。むろん同一機能の労働をなす労働力は、資本の要
(3) 

求によって「支配的な平均程度の熟練、技能、及び敏速を有するものJとし

て前提されている。資本主義的生産の発展はますますこの条件をづくり出す

傾向にあるといえよう。しかしながら実際には同一機能の労働力においても

（労働時間を一定として〉個人差がありうるし、平均よりも質のすぐれた労働
(4) 

力には高く支払われるという乙ともあるわけである。このととは出来高賃金

の場合、より一層明瞭に現われる。ここでは賃金率は一定の生産物によって

定められているので、乙のような労働力の個人的差異は、生産物の量的差異

として表されることになる。もちろんこのような格差は作業全体では平均化
(5) 

されるが、労働者間の競争を発展させ、資本家をして強度の標準度を高める

ことを容易にさせる D 時間賃金の場合は、同じ機能に対する等しい賃金を通

例としているけれども、やはり、ここでも熟練、技能等の差異はありうるで

あろう。その場合はこのような差異は賃金率に表される。しかしながら、こ

とでは出来高賃金のようにその差異は生産物に対象化されないので、資本家

の~意的要素がは入り易く、したがってその差異の現われ方も種々となるこ

とが考えられる。

乙のように賃金形態は、転種における、あるいは個人における労働力の質

の差異をも評価する役割を果すわけである。

資本事義的生産の発展はこのような時間賃金や出来高賃金を基礎として更

に複雑な形態一一ー割増給、能率給、能力給、庶務給等々を生み出していくの

である。

ところですでに冒頭でふれたように、わが国の賃金形態は治必ずしも労働

量を尺度とするものからのみ成立っているとはいえない。乙のような事情か

らわが国の賃金形態は、先にみるところの近代的賃金形態の成立以前の問題
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とされてきたa＇たとえば船 1橋氏は次のよう1こいわれる。 「わが国の賃金形態

は諸外国止は異なった特質をもってい.:2.といってよい。

のー系金体！主雪-52-

それは半封建的なあるいは身分的性格である。戦後は労働

組合の力で賃金形態にたいする根本的な変草が加えられ、また資本もアメリ

カその他から新しい賃金形態をどんどん移植したにも拘らず、わが国の賃金
(6) 

形態の根本的特質は消滅しさっていない。と。

なる程たとえば勤続給、年令学歴給、扶養手当、住宅手当、通勤手当等々

は身分的、思志的にみえ、少くとも労働の対価という形態をとっているとは

思われない。その意味では、一応氏の指摘は認められるであろう。

一言でいえば、

との半封建的、身分的という規定があまりにも重視されたしかしながら、

ため、一方には典型的な資本主義賃金形態、他方にはわが国の非近代的賃金

わが国の賃金形態がその資本主義の特殊

性にいかに適応し、自らを貫いているかという問題は深く掘り下げられたと

はいえない。

とにかくこのような身分的といわれる賃金形態が、戦後の今日まで存続し

ているのは、それなりの理由があるとみなければならぬ。

形態という差異に焦点が向けられ、

わが国の低賃金水準から説明がなされてい一般に、この点については、

その視点は正しいとしても、賃金水準と賃金形態の関連についての究明る。

は十分とはいえない。
(7) 

このようなわが国の特殊的性格を、戦後の「賃金体系」の中で小稿では、

しかしながら、同じ名称をもっ形態でも産業なり企

それらを総したがって、

とらえてみたいと思う。

業なりの構造によってその役割はまちまちである。

合的に検討するなど、 ここでは先ず分析の手とうていできるわけではない。

がかりとして、三池炭鉱の「賃金体系」の中から問題点を追求してみようc

日経連「賃金格差の理論と実証的研究J154頁より転載

岩波文庫「賃金、価格及び利潤」 66頁参照

岩波文庫「資本論」 (2分冊） 97頁

馬場克三「個別資本と経営技術J148頁参照

前出「資本論」 (3分冊） 414頁参照

船橋尚道「日本の賃金形態J15頁

$

②

③

④

③

⑥
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⑦賃金体系は一般にし、ろいろの賃金形態の複雑な組合せーーたとえば基本給（勤
続給年令給、能力給）、能率給、精勤手当、家族手当、超過勤務手当、特殊勤
務手当 etcーーという意味に用いられているG base rate一本の賃金形態から

いえば、非常に複雑であり、 （とくに戦中、終戦直後）賃金体系はわが国独自

の賃金形態の問題ともいわれている。

2 

戦後の三池炭鉱「賃金体系Jの基本的構造は、昭和23年に一応確立しτい
る。その後、今日に至るまで構造的な変化は殆んどみられないので、それは戦

後における三池炭鉱賃金体系の基点ということもできょう。戦前の資本家の

一方的労務政策による体系に代った乙の新賃金体系は、まさしく労資の斗い
(1) 

の中で生れ出でたものであった。まずその体系表を示そう。

「一本人給 「基本給寸一基底給l/初任、
！一家族給 卜職種給卜年令給ハ給ノ

1 基準内賃金一l l一能率給ト勤続技能給
ト一半夜手当 I I ー坑内加給
｜一一火薬運搬手当（坑内夫のみ） （坑内夫のみ）

「一超過労働賃金

ト－特殊労働賃金
I 基準外賃金一｜

トー不就業手当

」ー精勤手当

※①採炭夫の場合は本人給は単純出来高制であるから直接この表にある本人給と
は関係なし、。 これは当面の問題から一応離れるので省略するσ 他の職種の

場合もその支払形態は蓮っているが、いずれもこの表の本人給の構成に関係
している。

②基準内賃金は正常な定時間労働に対するもので、基準外賃金は超過労働或い
は質の異った労働即ち特殊労働に対するものとされている。これらの区別は

戦後の電産型賃金体系によって、はじめて明確化された。

この賃金体系の項目を、先に述べた賃金支払形態と関連させて、賃金率の

決定要素別に分類すれば、およそ次のようになるであろう。

① 転種や能率あるいは作業環境等に関わるもの……転種給、能率給、超

過労働賃金、特殊勤務手当、不就業手当等

② 労働能力もしくは個人的属性に関わるもの……基本給（基底給、年令



-54- 賃金体系の一考察

給、勤務技能給）精勤賞与等

② 労働者、の生活費の差異に基づく生活補助的なもの……家族子当。

この分類は一応の基準であって、 必ずしも圧然と区別されたものではな

い。とくに②と＠は密接な関係にあるといえよう。ただ②は労働の機能と関

連があるので、①とも結びついているとみられる。

基準外賃金は、大体基準内賃金を基礎lこして、それに対する比率あるいは

一定額となっているので、まず基準内賃金に限定して、当面の問題を検討す

ることにしよう。そこで、先の分類を整類すると次のようになる。

① 基本給（基底給、年令給、勤続技能給）

＠ 伝種給、能率給

③ 家族手当。

ところで、これらの各要素を基準賞金内の構成比別にみてみると、賃金体

系確立期の昭和23年では、本人給i付の基本給対能率給の比は、坑内夫70対

30、坑外夫80対20となっている、その後、能率給の割合が少しづっ増加の

傾向をたどり、昭和30年には坑内夫60対40、坑外夫 70対30と変化してい

る。 （坑内夫と坑外夫の差は作業条件の差異から来ており、坑内夫の方がよ

り能率の関係する作業内容だからである。）このように、両者の比率はいく

らかの変更をみながらも、大きな聞きはみられない。 次に家族手当をみる

と、戦後インフレ期は生活事情の悪化にともない、基準内賃金の20%を占め

ていたが、その後次すに減少傾向をとどり、（昭和23午より月額一人当 400円

に固定されている〉昭和30年には10係強の割合となっている。

このように、各項目の構成内容は、常に一定ではなく、そのときの生活事

情、賃金水準の変化につれて若干の変動をみているわけであるが、これらの

構成を根本からくつがえすというような条件はなさそうである。

そうしてみると、戦後にもなお浅されたわが国賃金形態の特殊性は、この

三池にそのまま妥当するわけではないとしても、賃金決定の要因に占める基

本給の比率あるいは家族手当の存続からみて、三池もまたその例外ではない

といえよう。戦後の労働運動の高揖に拘らず、このような形態が一企業の賃

金体系の中で作用しているのは、いかなる理由に基づくものであろうか。
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① h 三池炭鉱労働組合編「みいけ十年」資料164年～165頁参照

民
d

3 

－企業の中で労働力がいかに評価され、編成されるかをみるには、まず労

働力の価格の決定の仕方をみなければならなし＇ o 労働力の種類に応じて、そ

の価格を具体的に決定するところは、労働市場である。乙の労働市場が自由

な競争を行いうるためには、資本と労働力の自由な移動を前提とする。

ととろが、わが国の労働市場は、自由かつ統一的な市場の成立をみていな

い。乙れについての見解はさまざまであり、しかも乙こでの当面の問題では

ないので、それらの見解にいちいち立入るわけにはいかないが、三池炭鉱の

場合を中心に検討を加えてみよう。

工藤信男氏は、わが国の労働市場の性格を次のように規定される。 「わが

国においては、労働力が賃労働化するに当って西欧諸国の如くにドラスチッ

クな形をとらず、農業を主とする小営業と密接な関連をもちながら家族労働

力の一部が広範且つ長期にわたって個々的に賃労働化するという形をとって

きている。

この結果鉱工業労働力の相当部分は、主として農村から極めて孤立分散的

な形で、全くの不熟練労働力として供給されてきた」 （賃金格差の理論と実

証的研究246頁）

氏は、これがわが国の一般的傾向だとされ、乙のことから、雇用形態が企

業中心となり、ひいては、企業を通じての熟練の形成をみる乙とになり年功

を中心とする転場秩序が生れると結論される。

そこで氏の見解と対比させながら、三池炭鉱の雇用形態をみてみよう。

方ァ1表は昭和31年1月現在で、戦前採用の者と戦後採用の者を分けてそれ

ぞれの前転を示したものであるO これによると、戦前については一応、氏の

見解と照応しているけれども、戦後では、比率からいって、農林出身者は漸

減し、工業および学生出身が著しく増大しているのが目立っている。だから

三池についていえば、戦後においては、 「農村から極めて孤立分散的な形」
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での不熟練労働力の供給ではなく

て、そもそも最初から賃労働が形

成されているとみなければならな

考の，系

三池l鉱業所の採用時代別前職

(31. 1.現在）
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ど、子弟の入替交代という形をとっている。そのととは、労働協約にはっき
りうたわれている口 「鉱員の雇入れる場合は鉱員、退転者及び遺家族のそれ
ぞれ子弟の適格者を優先採用する（労働協約才二章人事才七条）

乙のように、戦後の労働力の再生産は、農村からの流入を前提とするので
はなく、 はじめから近代的労働力として再生産される傾向にあるといえよ
う。 しかも、農村からの流入であっても、年令、勤続構成の高度化からみ
て、都市労働者としての定着性が強まっているというととができる。したが
って、労働市場が企業的であるという乙とは、農村からの委託募集による結果
ではなくて、もっと別の道に求められなければなるまい。それは、わが国の

資本主義の発展の仕方に根ざしていると解すべきであろう。すなわち、わが
国の資本主義は「一方における独占的な大企業の成長にもかかわらず、とい
うよりもむしろ独占的な大企業の成長によって、他方におけるおびただしい
中小零細企業の存続ないし増加を結果しなければならなかった。むろん、独
占的な大企業が中小零細企業の存続空意識的に図ったわけではない。独占的
要素の成長によってもたらされた相対的過剰人口の増加が、中小零細企業の
存続と発展（？）を必然的に導いただけである。けれども、独占的な大企業
と過度競争的な中小企業が並存するところ、両者の関係は、支配、従属の関
係とならざるをえない。」（日本資本主義大系、労働11頁）このような経済構
造の二重性は、横の労働市場をせまくい企業を中心とする縦の市場を支配
的傾向となすことになる。だから次のようにもいえよう。すなわち「大企業
に就業していたものが、中小企業の雇用者に転落する事例はときとしてみら
れるが、中小企業から大企業に転ずる例は稀である。こうしてみると大企業
においては、まず会社閣の封鎖性が強く、その聞をぬって大企業相互聞にい
く分の交流がみられるにすぎない。中小企業においてもその聞に労働者の交
流がみられるだけであって、わが国における労働者の自由な交流の可能性は
二重、三重に制約されている」と。（向上180頁〉

このようにみてくると、工藤氏のいわれる労働市場の企業的封鎖性とは、
いささか性格を異にするようである。しかし、いずれにしても、労働市場が
封鎖的であることは事実である。したがって労働力の質の決定のされ方は、
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自由かつ統一的な市場を前提とせず、企業によって規定される傾向をもって

いるといえよう。そして乙のような場合には、居務に対する経験、技能、熟

練度は、勤続年数や年令l乙比例して上昇するという乙とも考えられるであろ
(1) 

う。あるいほまた、技能、熟練とは直接関係しなくとも、転制を強化する手

段として大きな役割を演ずる要素をもち合せているともいえよう。

乙うしたことが、資本にとっても、勤続給や年令給を賃金体系の1p1こくり

入れるととを必要ならしめているといえないだろうか。しかしながら、工藤

氏のように、企業の中で再生産される労働力を「長期且つ安定的に維持培養

してゆくことは、絶対的な要請となるJ （前出 248）とは必ずしもいえない

ように思う。それは戦前のように、低賃金と資本の一方的労務管理方式のも

とで労働力が格づけされるととろでは、絶対的な要請であったかもしれない

が、戦後三池炭鉱lこ関する限り、労働運動の進展と共に、資本は、これら勤

続や年令による格づけばかりでなく別の新しい道も見出そうとしている。そ

れはお年の賃金体系確立期における労資の基本給と能率給をめぐる論争の中

に現われている。そこでは、組合側の 80対20（坑外成人男子）に対して会

社側が60対40を主張している。会社側の主張の理由は、転能給（転種給、

指率給を含む）の巾が余りに主たくなるので、単純（不熟練）労働と被雑（熟

練〕労働との差が僅少となり、労働量に対する賃金をしては不公平となる、

という乙とにあった。他方組合の主張は、全労働者の最低生活確保と、労働

者相互の無用な競争排除のため固定給部分をなるべく多くしようとすること

にあった。

ところでこの論点を検討するK当つては、まず三池炭鉱で転種給、能率袷

といわれるものが、いかなる内容のものかを明かにしておかなければならな

い。それは次のようにしてきめられる、すなわち、まず専門委（労資双方〕

にて各鉱所の転種、耳元名を整理統合して（約150種）一応の序列及び指数を

評価し、それを資料として各鉱所で公平な査定をなさしめ、訂正希望志凡等を

まとめて、それを照応勘案して一応三池として統ーした指数を決定し、更にそ

の比に基づいて伝種拾は金額で計算し、能率給は比率で計算している。なお

伝種袷と能率給の比iま5対5であるが、能率給は金額に固定されていないの
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で、いくらかの巾がもうけられており、出来高給（採炭夫を除く〉では、医

種給も能率給に合体し、能率給としてすべて率で示すことになっているD

したがって、これら伝種給、能率給なるものは、近代的な労務管理として

問題になっている転務給のような作業機構そのものから導き出された科学的
（乙）

庶務評価とは性質を異にしている。耳云種の序列及び指数の決定の仕方は慣習

的なものといえよう。能率給も本来的なそれでなく、転種給を率（能率で少し

変動する〉で表したものにすぎない。しかしながら、労働力の質を伝種を指

標として評価し、賃金率にウエイトをつける乙と自体は、賃金形態としての

合理性をもっているといえよう。ただその場合、賃金の内容そのものは、労

働力の価値に規定されているということである。ところが、より複雑な転種

により能率の高いものに高賃金をという現象は、賃金を「なされる労働の効

果に対して支払われる報酬と解するに至り」 （馬場克三、 「個別資本と経営

技術J148頁） 労働力の価値という本質を見失わさせ、転種相互の相対賃金

額あるいは能率による賃金差を問題の中心となさしめることにもなるのであ

る。

さきの三池炭鉱の会社側の主張はまさにこの点をついているといえよう。

しかしながら、わが国のように賃金水準が低いところで、賃金支払総額（転

能給支給総額）を転種の総点数（指数の合計）で割って一点の賃率を算出す

るような方式では、賃金格差を大きくしようとすればする程、ますます下位

転種の賃率は引不げられることになるであろう。資本にとっては、利潤の増

大とう点から、乙れはまさに望みの賃金形態なのである。

と乙ろが、勤続給、年令給は、熟練の指標であると同時に、それらは（特

に年令給）直接に労働力の再生産費に結びついている。企業的封鎖性が強い

といっても、すでに近代的な労働者が、戦後はますます形成されている。彼ら

は、まず自らを価値通りに販売しようと資本家との斗争を強化している。そ

れは、まず最低生活賃金保障の要求という形で現われた。かくて、資本は年

令、勤続で賃金の格差をつけようとすれば、賃金総額そのものを引上げざる

をえなくなるのであろう。また勤続、年令による賃金格差では、労働力の再

生産費を要求する労働者にとって、労働能率を十分刺戟する賃金形態となら
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ないのである。

もちろん、まだ勤続給、午令給などをくつがえすような生産技術の労働条

件が変革されているわけではない。その怠味では、資本にとっても、かかる

賃金形態を必要とするといえよう。しかしながら、勤続給、年令給の問題は

資本の側からのみでなく、労働力の再生産授としての賃金を要求する労働者

の側からの検討を必要としているc それは戦後の三池炭鉱の労働者が、戦前

のように－)i的！こ資本lこ従属するものではない程に成長しているからであ
プ
〈ヨ。

① 工藤信男「賃金管理と昇給制度」 230日以不参照

③ 伊藤淳己「賃金計算論」 178π以下参照

4 

勤続給や年令給を生活賃金の要求という観点からとらえるには、まず労働

力の価値というものを吟味しなければならない。労働力の価値は「平均労働

者の胃慣的に必要とする生活手段の価値によって規定されている」 （前出資

本論3分冊353頁）といわれているが、その価値の内容をなすものは、おお

よそ次のように分れるc ①個人の生存費（自然的及び社会的欲望）②繁殖費
(1) 

（一定数の子F伏を育てあげるための費用）③熟練費

ところで、この平均的な労働者の再生産費は常に一定であるかといえば、

そうではない。たとえばーイl聞をとっても、夏と冬では衣服賞、燃料虫など

不均等であろう。また標準的な生存期聞においても、子供の養育費など一定

ではあるまい。しかしながら、一年の聞にあるいは一生の間にこれらの支出

額がどのように分配されようと、 「それは平均収入によって毎口々々支弁さ

れて行かなければならない」 （前出資本論2分冊目立）わけである。およそ

労働力の日価値はかかるものとして理解しなければならないであろう。 （も

ちろんこれは労働力の質が一定の仮定した場合である）

同様に同一質の労働力を有する労働者であれば、各人の生活費は種々異る

にしても、労働力の価値は平均的な中位の労働力の価値で決まることも当然

である。労働力の価値通りの賃金が支払われる場合は、平均的な労働力の価
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イ直よりも、：個別的な価値の高い労働者でも低賃金を強いられることはないで

おろラ。しかしながら、資本主義的蓄積の一般的法則は、賃金を価値以下に

きり下げる傾向を有している。いわゆる労働力の価値の最低限に賃金を引下

げる傾向にあるわけである（もちろん労働者階級の反抗がそれに伴うのであ

るが）。すなわちこの労働力の価値の最低限といわれるものは、 「肉体的に

不可欠の生活手段の価値」 （前出資本論55瓦）であるから、労働力は萎縮し

た形で維持、育成される以外にない。マノレクスは、この点について更に次の

ように述べている。すなわち「労賃の乙の最低限も、生産費一般による商品

の価格決定とおなじく、個々の個人についてでなく労働者という種族につい

ていえることである。個々の労働者は幾百万の労働者は、生活しかっ繁殖し

うるにじゅうぶんなものをうけとっていなし～けれども全労働者階級の労賃

は百その変動の内部において乙の最低限と一致する」 （マノレエン選集大月版

社ア2巻「賃労働と資本」 263頁）と。

かように、賃金が労働力の価値以下に切り下げられると、扶養家族の多い

ような労働者はますます低賃金を強いられることになるo ここに賃金を労働

者の生活費に基づいて再配分する要因が生じるのである。だからこれは、労

働力の価値を、個々の労働者の賃金にまで貫徹させるのではなくて、まさに

賃金が労働力の価値以下になる場合に、賃金の最低限さえ獲得できない労働
(2.) 

者の生活保障という性格のものであろう。

わが国のように低賃金の場合には、かかる生活費に基づく労働者間の賃金

配分が問題化してくるO さきの三池炭鉱の労働者の要求にも、かかるものが

根ざしていたとみるべきであろう D

と乙ろで家族手当は少しこれらと性格を異にしている。 年令給や勤続給

が、扶養家族数に基づく生計費の差異を反映したものであれば、例外的な多子

家族を除いては当然本人給だけで生活できなければならない。ところが本人

給とは別に扶養家族1人当り400円というように、家族手当形式による追加賃

金を新に必要とするという乙とは、賃金水準が低いということを示すと同時

に、本人給を切下げて、手当でカバーしようとすることに外ならない。しか

しこの家族手当制度は、わが国だけの問題ではない。資本主義の発展は、女
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子および年少労働者の進出を促進し、その乙とによって、労働者家族の再生
(3) 

産費及び成年男子労働者の価値に大きな差異をもたらすことになり本給人に

a入る扶養費は、必然的に低くならざるをえないのである。イギリスをはじめ
(4) 

先進諸外国は、それを社会保障に発展させる ζ とによって、道を聞いてる。

わが国の家族手当の問題も、単に日本の独自iの問題とせずに、このような

社会保障の方向に発展させねばならない。なお家族手当については稿を改め

て論じてみたいと思っている。

乙ζでは、年令給、勤続給のもつ意味を中心lこ展開してみた。要するに乙

乙での主張は乙れらが単に封建的身分的なものでないことはいうまでもない

が、乙の問題を工藤氏のように資本の要求としての、すなわち熟練、技能と

いう面からのみではなく、労働者階級の生活賃金の要求という他の一面と合

せ考えなければならないということである。工藤氏も、もちろん労働者の生

活保障という乙とを考慮されてはおられるが、あくまでもそれは、資本の労

働力維持培養という点からのみとらえられている。

だが乙とでの分析は、あくまで三池炭鉱についての分析にとまっている。

問題点、を深めるには、更に綜合的な日本の賃金形態についての分析を必要

とすることはいうまでもない。

①前出資本論2分冊51～52頁参照

②馬場克三「個別資本と経営技術」 147頁参照

③前出資本論3分冊353頁参照

④労働法令協会編「賃金制度における諸手当の理論と実際」 404以下参照




